
 



 



日ごろは徳島市政の推進につきまして、格別のご配慮を賜り 

厚くお礼申し上げます。 

我が国が本格的な人口減少・少子高齢化社会を迎える中、徳島

市においても、産業をはじめとした様々な分野における人手不足

が深刻化するとともに、市民生活に多大な影響を与える物価高騰

や南海トラフ地震といった自然災害リスクの増大など、様々な課

題が顕在化してきております。 

こうした諸課題に迅速に対応し、将来にわたって持続可能な地

域社会を維持していくため、徳島市では今年３月に新たな総合計

画を策定いたしました。この計画では、目指す将来像を「おどる

街 つながる笑顔 水都とくしま」と定め、「将来にわたって持続

可能なまちづくり」、「安心して暮らせる強靱なまちづくり」、「多

様な幸せを実現できるまちづくり」の３つの基本理念のもと、県

都にふさわしい魅力と活力にあふれたまちづくりに、より一層取

り組んでいく所存でございます。 

しかしながら、この計画の推進に当たりましては、徳島市のみ

ならず貴職との連携や更なるご支援が必要不可欠でございます。 

 

つきましては、令和８年度の予算編成及び施策の決定に際し、 

このたび要望いたします重要事項について、特段のご高配を賜り

ますようお願い申し上げます。 

 

令和７年７月 

徳島県知事 後藤田 正純 殿 

 

  徳島市長 遠藤 彰良  



 



令和８年度に向けた 

県の予算及び施策に関する重要要望事項 

目次 

 

県主幹部局 要  望  事  項 頁 

生活環境部 

農林水産部 
食肉センター事業への支援について 1 

県土整備部 県施行による一般道路事業の推進について 3 

県土整備部 高規格道路網等の整備促進について 5 

県土整備部 県管理河川の治水及び地震・津波対策の促進について 7 

教育委員会 
公立高等学校普通科の通学区域制廃止による影響への 

対策について 
9 

教育委員会 小中学校運営にかかる予算措置の拡充等について 13 
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食肉センター事業への支援について 
＜県主管部局：生活環境部、農林水産部＞  

【要望の趣旨】  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

【徳島市担当部課】経済部  農林水産課  

施設・設備の老朽化や処理頭数の減少、求められる衛生基準への

対応等、多くの課題を抱えている本市食肉センターの整備・運営等

に対する支援について要望するもの。 

○当センターは県内でと畜される
牛の約８０％を処理してお
り、県域の基幹的な流通拠点
施設である。  

○とくしまブランドを含む県内
産畜産物のサプライチェーン
において重要な役割を担って
いる。  

○改築後３６年が経過しており、
設備の老朽化が著しい。  

〇現状の規模では国による改築
への支援等を受けられない。  

●設備更新等による多額の費用は
本市の財政上大きな負担となっ
ている。  

●現施設では、消費者に求められ
る衛生基準やとくしま畜産成長
戦略に沿った輸出への対応がで

きていない。  
 
 

 
 

安全・安心な食肉の安定供給を実現し、県下の関連産業を持続
的に発展させるために必要不可欠な施設であるが、本市単独で食
肉センターが県域での食肉流通を担い続けることには限界があ
る。  

市単独での運営継続が困難  

現  況  課  題  

■食肉センター  

徳島県民への安全・安心な食肉の安定供給のため、と畜場等衛生確保対

策事業補助制度の継続及び補助限度額の増額、また老朽化が著しい現施設

から新施設への整備について、県市協調でのご協力をお願いいたします。 

 

 

食肉センター  

具体的要望内容  
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１ 徳島県内食肉処理施設牛のと畜頭数割合（令和５年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

２ 徳島県内食肉処理施設豚のと畜頭数割合（令和５年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３ 県内市内の牛・豚飼養頭数の推移  

 ⑴  牛（肉用牛） 
     徳島県  徳島市  

年度  飼養戸数  飼養頭数  飼養戸数  飼養頭数  

令和元年度  188 22,200 6 748 

令和２年度  174 22,700 6 826 

令和３年度  170 22,500 6 816 

令和４年度  170 23,300 6 818 

令和５年度  161 22,900 6 756 

 ⑵  豚  

     徳島県  徳島市  

年度  飼養戸数  飼養頭数  飼養戸数  飼養頭数  

令和元年度  21 38,100 0 0 

令和２年度  21 42,100 0 0 

令和３年度  20 46,500 0 0 

令和４年度  18 46,700 0 0 

令和５年度  18 45,300 0 0 

※徳島県内は「畜産統計調査」、徳島市内は「広報家畜衛生」より。  

  

 

徳島市立食肉

センター

７６．３%

にし阿波ビーフ

２３．７%
徳島市立食肉センター

にし阿波ビーフ

 

日本フード

パッカー四国㈱

７６．９%

徳島市立食肉

センター

９．７%

眉山食品㈱鳴門

食肉センター

１３．４%

日本フードパッカー四国㈱

徳島市立食肉センター

眉山食品㈱鳴門食肉センター

  徳島県内における徳島市内の飼養頭数の割合は、令和５年度で牛が

約 3.3％、豚については 0％であり、市内産の割合は非常に少ない。  
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県施行による一般道路事業の推進について 
＜県主管部局：県土整備部＞  

【要望の趣旨】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【徳島市担当部課】都市建設部  道路建設課  

 

次の路線の早急な道路拡幅改良や施設整備の推進などについて、特段の

ご配慮をお願いいたします。  
 

１．渋滞緩和のため早期に計画を立て、推進していた  

だきたい路線  
 

⑴  国道４３８号のうち城南町 1 丁目から園瀬橋の間  
の拡幅改良整備  

⑵  県道神山鮎喰線のうち一宮町東丁から入田町  
  安都真までのバイパス計画等による整備  
  ⇒道路幅員が狭くなっており危険であるため  

 
２．現在進行中であるが、なお一層推進していただき  

たい路線  
 

⑴  県道小松島佐那河内線の拡幅改良整備  
⇒道路幅員が狭くなっており危険であるため  

⑵  県道徳島上那賀線のうち飯谷町高良地区の  

拡幅改良整備  
⇒道路幅員が狭くなっており危険であるため  

 
 
 

○国道４３８号ほか３路線  
 
・自動車等の交通量が多い  
・局部的に道路幅員が狭小  
・道路網が不十分  

●朝夕のラッシュ時には、交通渋

滞が起こりやすく、交通事故も

発生しやすい。  

交通渋滞の緩和や安全で安心な道路環境を確保する必要がある  

県道小松島佐那河内線  

道路用地取得が難航している県事業において、市が積極的に協力するこ
とにより事業の推進を図ります。  

 

本市と隣接市町村を結ぶ主要幹線道路の渋滞緩和や安全で安心

な道路環境を確保するため、早期に道路の拡幅や施設整備の推進に

ついて要望するもの。 

現  況  

具体的要望内容  

課  題  

国道 438 号  



　

　　　

重要事項の要望場所図

－４－

徳島市役所
徳島県庁

東部県土整備局

２．（１） 県道小松島佐那河内線

１．（１） 国道４３８号

２．（２） 県道徳島上那賀線

承認番号 平30徳島市指令第127号

１．（２） 県道神山鮎喰線
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高規格道路網等の整備促進について 
＜県主管部局：県土整備部＞  

【要望の趣旨】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

 
 

 

 

【徳島市担当部課】都市建設部  道路建設課  

本市においては、頻発・激甚化する自然災害への対応、物価高騰が生活・

産業へ及ぼす影響への対応、さらには急速な人口減少と地域経済の衰退な

ど、複合的な課題への対応が求められている。  

このような状況下において、高規格道路網等の整備促進は極めて重要であ

り、地方創生の取組と国土強靱化の一体的推進を図るため、迅速かつ適確な

事業の執行と必要な予算・財源の確保を要望するもの。  

○徳島環状道路  
⇒徳島市中心部の国道 11、 55、

192 号では、交通集中による慢
性的な交通渋滞や、県内直轄
国道の死傷事故率ワースト 10
のうち６区間存在。  

○徳島南部自動車道  
⇒徳島津田 IC～阿南 IC 間は整備

中。  
⇒徳島 JCT～徳島沖洲 IC 間が令

和４年３月に開通。  
○徳島自動車道  

⇒速度低下の一因となるサグが
多数存在。  

⇒暫定２車線区間が約８割。  
⇒通行止めによる運用率の悪い

区間が多数存在。  

●徳島環状道路  
⇒徳島市中心部への流入交通を

分散し、国道や周辺道路の交
通渋滞を緩和させることが必
要。  

●徳島南部自動車道  
⇒信頼性の高い緊急輸送道路や

災害時のリダンダンシーの確
保が必要。  

⇒高規格道路、空港及び港湾を
生かした経済活性化が必要。  

●徳島自動車道  
⇒時間信頼性、安全性の向上と

災害時の早期交通機能の確保
が必要。  

地方創生の取組と国土強靱化の一体的推進を図るには  
迅速かつ適確な高規格道路網等の整備が必要である  

 
次について、特段のご配慮をお願いします。  
１．高規格道路網等の整備促進について  

⑴徳島東環状線「末広住吉工区、新浜八万工区」の整備を推進すること  
⑵徳島西環状線「国府工区、国府藍住工区」の整備を推進すること  

 ⑶徳島南部自動車道「徳島津田 IC～小松島 IC 間」の整備促進を図ること  
 ⑷徳島自動車道の早期４車線化を図ること  
 
２．周辺対策事業への支援について  

⑴徳島南部自動車道「徳島津田 IC～小松島 IC 間」（大原地区）における
周辺対策事業促進のための県補助採択基準を緩和すること  

⑵徳島南環状道路（川西地区）における周辺対策事業促進のための連携体
制を引き続き確保すること  

 

具体的要望内容  

現  況  課  題  



『徳島環状道路』の早期整備と『徳島南部自動車道』の整備促進により

地方創生の取組と国土強靱化の一体的推進
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・徳島市中心部における慢性的な交通渋滞を緩和
・交通分散による交通事故の減少
・徳島市以西から徳島小松島港港湾エリア方面への新たなルート形成に
よる物流の効率化
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大原地区では徳島市が周辺対策事業を実施

徳島環状道路整備による効果

大原地区における地すべりへの
対策工の方針が決定（R7.2）

※今後、徳島市も地元調整に取り組み
周辺対策事業を再開

徳島市が大原地区で実施した周辺対策事業

徳島自動車道
４車線化による効果

・速度低下の解消
・安全性の向上
・災害時の早期交通機能確保

徳島南部自動車道
延伸による効果

大原倉庫 三ツ谷南線道路改良工事

徳島北環状線

写真：徳島県

徳島南環状道路（川西地区）
国の徳島南環状道路工事や徳島県の河川工事と

連携し徳島市が周辺対策事業を実施中

排水機場整備及び
道路改良工事
（徳島市）

河川工事
（徳島県）

僧津山トンネル貫通
（R7.5.29）延長：855m

新たな物流ルート

・主要渋滞箇所（R3年度全国道路・街路交通情勢調査より）

①国道11号徳島市東吉野町2丁目 ･･･57,963台/日
②国道11号徳島市徳島本町1丁目15地先 ･･･48,608台/日
③国道55号徳島市八万町大野149地先 ･･･50,383台/日
④国道192号徳島市出来島1丁目38-7番地先 ･･･29,465台/日

・徳島市内の国道192号では、県内直轄国道の死傷事故率ワースト１０のうち
６区間存在

現

状

－６－
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県管理河川の治水及び地震・津波対策の促進について 

＜県主管部局：県土整備部＞ 

【要望の趣旨】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【徳島市担当部課】都市建設部 河川水路課 

○園瀬川 
⇒改修工事が進んでいるが、 

無堤防地区が解消されていない。 

○多々羅川 

⇒河道拡幅等の未整備箇所が多く

残っている。 

○勝浦川 

⇒堤防の地震・津波対策が必要で

ある。 

○飯尾川 

⇒河川改修、排水対策が必要であ

る。 

市民の安全かつ安心な生活を確保するための対策が必要である 

台風等による浸水被害や今後想定される南海トラフを震源とした地

震による津波被害の軽減を図るため、徳島市内の県管理河川における必

要な対策の事業促進について、要望するもの。 

●大規模な台風やゲリラ豪雨の発
生時には、流域で河川が氾濫
し、甚大な被害が発生すること
が懸念される。 

●南海トラフを震源とした地震で
河川管理施設が損傷した場合、
津波等による二次被害が懸念さ

れる。 

【園瀬川】川西地区の堤防整備の促進 

 

 

徳島市では、流域治水を推進しており、県においても管理河川における治水や地震・

津波対策の計画的な整備促進に向け、予算枠の拡大と未整備箇所の事業促進につい

て、特段のご配慮をお願いします。 

❶園瀬川   川西地区・明善地区の堤防整備、新貝地区・寺山地区並びに 

川南地区の堤防強化対策、昭和地区の老朽化対策の促進  

❷多々羅川 河川改修の促進 

❸勝浦川   堤防の地震・津波対策の促進 

❹飯尾川   西大堀川の河川改修の促進、加減堰左岸側の撤去は角ノ瀬排水機  

場の排水能力及び下流部の流下能力に応じたものにすること 

用地取得が難航している県事業において、市が積極的に協力することにより 

事業の推進を図ります。 

 

現 況 課 題 

具体的要望内容 



園瀬川 ・ 多々羅川 ・ 打樋川
要望箇所位置図

園瀬川

打樋川

多々羅川

要望箇所
（１）園瀬川 ：川西地区・明善地区の堤防整備及び

上中筋地区の漏水対策の促進

（２）多々羅川 ： 河川改修の促進

（３）打樋川 ： 排水能力の向上

角ノ瀬放水路

飯尾川第二樋門

西

大

堀

川

加減堰

➋多々羅川：河川改修の促進

➍ 飯尾川 概要図

直轄（角ノ瀬排水機場）

全体計画40㎥/sのうち第1期計画20㎥/s 完了

➌勝浦川：堤防の地震・津波対策の促進

勝浦川

園瀬川 ・ 多々羅川 ・ 打樋川
要望箇所位置図

園瀬川

打樋川

多々羅川

要望箇所
（１）園瀬川 ：川西地区・明善地区の堤防整備及び

上中筋地区の漏水対策の促進

（２）多々羅川 ： 河川改修の促進

（３）打樋川 ： 排水能力の向上

園瀬川

多々羅川

要望箇所

園瀬川・多々羅川・勝浦川
要望箇所 位置図

➊ 園瀬川
・川西地区・明善地区の堤防整備
・新貝地区・寺山地区並びに
川南地区の堤防強化対策
・昭和地区の老朽化対策

出典：徳島市発行1/2,500地形図

－８－



 

－９－ 

 公立高等学校普通科の通学区域制廃止による
影響への対策について 

＜県主管部局：教育委員会＞  

【要望の趣旨】  

 令和 11 年度から県立高等学校普通科の通学区域制が廃止されることに伴

い、懸念される受検競争の激化等の影響に対し、必要な対策を講じていただ

くよう、要望するもの。  
 

     

 現  況   課  題   

     

 〇近年における第３学区普通科

定員は減少傾向にあり、入試  

倍率は年々高まっている。  

〇第３学区の普通科は毎年定員

超過状態である一方、毎年、  

定員数を満たすのに苦労して

いる学校もある。  

〇一般選抜で不合格となった生

徒のうち､高校進学を諦めた

り､通信制高校への進学を選択

したりする者が増加している。 

〇令和 11 年度の通学区域制廃止

に向け、令和８年度入試は第３

学区県立普通科の他学区から

の流入率が２％引上げとなる。 

 ●通学区域制の廃止により、現  

第 1 学区･第２学区から第３学

区 (徳島市内 )への進学希望者

が増加し、徳島市の中学生の進

路選択及び、学校現場の進路指

導が一層困難な状況となる。  

●各高等学校の受入規模と生徒

ニーズとの不均衡。  

●やむなく遠距離通学となる生

徒の発生及び当該家庭の経済

的負担の問題。  

●全日制高校への進学を諦める

生徒の増加。  

 

 

     

 

 

 
 

具体的要望内容  

令和８年度以降の公立高等学校の入学者選抜制度について、次の事項に関する

特段のご配慮をお願いします。  

１．全日制課程における第３学区（徳島市内）普通科の定員数の拡充。  

２．県における定員数の設定方法（考え方及び決定過程）の透明化。  

３．通学区域制の廃止に伴い困難化する中学校の進路指導への支援。  

４．生徒ニーズを反映した高等学校の再編（学科及び定員数､新設･廃止等）。  

５．通学区域制の廃止に伴い遠距離通学となる者への支援。  

【徳島市担当部課】教育委員会  学校教育課  

より多くの生徒が希望する学校で学べる環境づくりのためには、 
高等学校の定員数の適正化等が必要 



－１０－ 

○  現在の通学区域制  

  本県の高等学校普通科における通学区域は３学区に分かれており、学区外  

 からの流入率は、平成 30 年度の通学区域制廃止を含めた検討を経た後、令

和２年度から令和３年度の間で段階的に緩和され（市立高等学校は見直し前

の水準を維持）、現在に至っている。  

 第一  第二  第三  

高校名  

小松島・富岡西・  

那賀・海部  

鳴門・板野・阿波・

名 西 ・ 阿 波 西 ・ 穴

吹・脇町・池田  

城南・城北・徳島北・ 

徳島市立  

区域  

小松島市・阿南市・ 

勝浦町・上勝町・  

佐那河内村・  

那賀町・美波町・  

牟岐町・海陽町  

鳴門市・吉野川市・ 

阿波市・美馬市・  

三好市・石井町・  

神山町・松茂町・  

北島町・藍住町・  

板野町・上板町・  

つるぎ町・  

東みよし町  

徳島市  

【佐那河内村・神山

町 ・ 松 茂 町 ・ 北 島

町・藍住町は、第三

学 区 の 高 校 に も 通

学 す る こ と が で き

る。】  

学区外  

からの  

流入率  

２０％以内  

(見直し前 :10%以内 ) 

１２％以内  

（見直し前：８ %以内） 

１２％以内  

（見直し前：８ %以内） 

※市高は８％を維持  

 

〇  令和 11 年度からの通学区域制撤廃（通学区域制に関する有識者会議提言）  

 ・令和 11 年 (2029)年度入学者選抜から、県立高校普通科の通学区域制を  

  県内全域とすること。  

 ・通学区域制の撤廃に向けた激変緩和の措置として、流入率の引上げ措置  

  を令和８年度入学者選抜から講じ、段階的に引き上げること。  

 ・流入率の引上げ幅は、過去の実績を踏まえ、令和８年度入試は２％、  

  令和９年度及び令和 10 年度入試は、引上げ後の選抜結果等を勘案して  

  決定すること。  

  （令和８年度入試流入率  第１学区 :22％以内、第２･３学区 :14％以内）  

 ・徳島市立高校については、徳島市が主体的に検討と判断を行うものとする。 

  （令和８年度入試流入率  ８％）  

 

〇  近年における第３学区普通科定員は減少傾向にある。  

入学

年度  
城東  城南  城北  徳島北  

徳島  

市立  
城ノ内  計  

Ｈ 31 280 240 240 280 280 200 1,520 

Ｒ２  280 240 240 240 280 200 1,480 

Ｒ３  280 240 240 240 260  1,260 

Ｒ４  280 280 280 240 280  1,360 

Ｒ５  280 240 240 240 260  1,260 

Ｒ６  280 240 240 240 280  1,280 

Ｒ７  280 240 240   220 260  1,240 



－１１－ 

○  徳島市内の全日制公立高等学校普通科は、年々倍率が上がっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  第３学区の普通科は毎年定員超過である一方、毎年、定員数を満たすの  

 に苦労している学校もある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■令和７年度､募集定員に満たなかった県内公立高等学校  

学校名  学科･類名  募集定員  合格者数  欠員  
徳島市立  理数科  ４０  ３８  ２  

城西  
アグリビジネス科  ２５  ２３  ２  
総合学科  ７０  ６９  １  

城西･神山  地域創生類  ３０  ２０  １０  
徳島科学技術  総合科学類  ６０  ５９  １  
徳島商業  ビジネス探究科  ６０  ５９  １  

小松島西  
食物科  ７０  ６８  ２  
福祉科  ３０  ２５  ５  

小松島西･勝浦  
応用生産科  １５  １２  ３  
園芸福祉科  １５  ８  ７  

富岡東  普通科  １４５  １４４  １  
富岡東･羽ノ浦  看護科  ４０  ３９  １  
阿南光  電気情報システム科  ２５  ２３  ２  
那賀  普通科  ４５  ４３  ２  

海部  
普通科  ６０  ５４  ６  
情報ビジネス科  ２０  １７  ３  
数理科学科  ３０  ２４  ６  

名西  芸術科（音楽）  １５  １１  ４  
阿波西  普通科  ４５  ４２  ３  
穴吹  普通科  ４５  ４２  ３  

つるぎ  
電気科  ４０  ３８  ２  
商業科  ２５  ２４  １  

池田  
普通科  １２０  １００  ２０  
探究科  ３５  ３２  ３  

池田・辻  総合学科  ４５  ４１  ４  

池田・三好  
食農科学科  ２０  １８  ２  
環境資源科  １５  １２  ３  
合計  １，１８５  １，０８５  １００  

 

■過去 3 年間の徳島市内（第 3 学区）普通科・理数科・外国語学科倍率  

 定員数  希望者数  倍率  

令和４年度  1,384 名  1,856 名  1.34 倍  

令和５年度  1,296 名  1,769 名  1.36 倍  

令和６年度  1,314 名  1,800 名  1.37 倍  

■過去 3 年間の徳島県公立高等学校普通科倍率  

 定員数  希望者数  倍率  

令和４年度  3,285 名  3,941 名  1.20 倍  

令和５年度  3,200 名  3,834 名  1.20 倍  

令和６年度  3,220 名  3,800 名  1.18 倍  

 



－１２－ 

○  文科省実施の学校基本調査によると、 24 年度の通信制高校在籍生徒数は  

 全国で 29 万 87 人となり、前年度に引き続き過去最高生徒数を更新している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇  徳島市内においても、通信制高校への進学者数は年々増加している。  

 

 

 

■徳島市中学校卒業後に通信制及び別科に進学した生徒数      （人） 

入学年度  Ｒ３  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

進学者数  ３９  ５２  ６６  ７０  ８７  
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小中学校運営にかかる予算措置の拡充等について 
＜県主管部局：教育委員会＞  

【要望の趣旨】  

 教員の働き方改革や外国人児童生徒等の増加に対応し、安定的な学校運営  

を行うために、県の補助事業等に係る制度の見直しや予算措置の拡充等を要

望するもの。  
 

     

 現  況   課  題   

     

 〇外国人児童生徒等の支援  

 公立学校への編入を希望する  

 外国人児童生徒等が増加傾向  

で、日本語支援員のニーズが  

高まっている。  

〇教員の業務負担軽減  

 教員業務支援員を 40 校に配置  

(国制度設計上､実施主体は県､

負担割合は国 1/3､県 2/3 のと

ころ、現状は市が実施主体か

つ､財源の 1/3 を市が負担 )。  

〇県費負担教員の旅費  

 市町村立学校職員給与負担法

に基づき県が負担。  

 ●外国人児童生徒等の支援  

 日本語支援員派遣にかかる県  

 補助金の交付額と必要額に乖  

離があり､十分な支援が困難。  

●教員の業務負担軽減  

 国の制度設計よりも市町村の

負担が大きく、十分な支援員の

活動時間数確保が困難。  

●県費負担教員の旅費  

 県の基準により配当される  

予算が実際の必要額に満たな

いため、本来必要な出張･引率

体制の計画が困難。  

 

     

 

 

 

 

具体的要望内容  

 小中学校運営にかかる予算措置の拡充等について、特段のご配慮をお願いしま

す。  

１ . 帰国・外国人児童生徒トータルサポート事業（日本語支援員派遣）にかかる、 

   支援回数の上限及び県補助金の予算額の拡充。  

２ . 徳島県教員業務支援員配置促進事業にかかる、国の制度設計に合わせた負担  

  割合の見直し及び県予算額の拡充。  

３ . 市町村立学校の教員の旅費について、必要額の把握及びそれに基づく予算額  

  の確保。  

【徳島市担当部課】教育委員会  学校教育課  

環境の変化に対応し、充実した学校教育を進めるためには、  
予算措置の拡充等が必要  



－１４－ 

○日本語支援員による指導を受けた児童生徒等数の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

○日本語支援員派遣事業にかかる決算状況と本来の必要額  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

   ※負担割合…Ｒ２以前：県１ /２、市１ /２  Ｒ３以降：国･県２ /３、市１ /３  

  ※Ｒ４は県からの補助内示額が 120 万円 (事業費の１ /３ )程度だったため、市判断  

  で地方創生臨時交付金を財源に活用。  
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○  文部科学省令和７年度予算内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 

○  他市調査結果（令和６年４月実施）  

 

 

 

 

 

 

教員業務支援員配置促進事業の実施主体と市負担の有無について、全国

46 都道府県の県庁所在市等（県庁所在市が指定都市の場合は類似団体、類

似団体がない場合は指定都市に次ぐ規模の市）を対象に調査を実施。  

回答のあった４０市のうち、「市負担なし」と回答した市が２５市、「市

負担あり」と回答した市が１５市であり、「市負担あり」と回答した市の

うち６市が「県に対し改善要望を行っている」とのことだった。  

また、実施主体について、「都道府県」と回答した市が２０市、「市町村」

と回答した市が２０市であり、同数となっている。  

令和５年度において、徳島県市長会から徳島県に対して行った同様の要

望に対し、県からは「実施主体を市町村とし、（間接補助とすることで）

学校のニーズにあった地域人材等の任用を容易とするなど、市町村にとっ

てもメリットのある制度としております。」との回答があったが、他市調

査の結果、実施主体を市町村としていても、市町村に負担を求めない運用

としている都道府県が複数存在することが判明した。  
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